
 　　　大泉町役場庁舎会議室等の使用に関する規則

 

　（趣旨） 

第１条　この規則は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７

項及び大泉町役場庁舎会議室等使用料条例（令和７年大泉町条例第２０号。以下

「条例」という。）の規定に基づき大泉町役場庁舎の会議室等の使用について、

 必要な事項を定めるものとする。

　（定義） 

第２条　この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

　（会議室等を使用できない日） 

第３条　会議室等を使用できない日は、１２月２９日から翌年１月３日までとし、

 議場においては、これに大泉町議会の会期及び準備に要する期間を加える。

２　前項の規定にかかわらず、町長が特別な理由があると認めるときは、会議室等

 を使用できない日を変更することができる。

 　（会議室等の使用時間）

 第４条　会議室等を使用できる時間は、別表のとおりとする。

 　（対象者）

 第５条　会議室等を使用できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

　(１)　町内に住所を有する者 

　(２)　町内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体 

　(３)　町内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

　(４)　町内の学校に在学する者 

 　（使用の申請）

第６条　会議室等の使用の許可を受けようとする者は、使用しようとする日の１月

前から前日までに、大泉町役場庁舎会議室等使用（変更）許可申請書（別記様式

 第１号。以下「許可申請書」という。）を町長に提出しなければならない。

２　前項の規定にかかわらず、条例第５条の規定による使用料の減免を受けようと

 する場合は、前項中「前日まで」とあるのは「１週間前まで」とする。

 　（使用の許可等）

第７条　町長は、前条又は第３項の規定による許可申請書の提出があったときは、
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これを審査し、適当と認めるときは大泉町役場庁舎会議室等使用（変更）許可通

知書（別記様式第２号。以下「許可書」という。）により、適当でないと認める

ときは大泉町役場庁舎会議室等使用不許可通知書（別記様式第３号）により、そ

 れぞれ当該申請者に通知するものとする。

２　町長は、前項の規定による許可をする場合において、管理上必要があると認め

 るときは、条件を付することができる。

３　第１項の規定による許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、許可され

た事項を変更しようとするときは、当該許可を受けた日（以下「使用日」とい

う。）の前日までに、許可申請書に交付された許可書を添えて町長に提出するも

 のとする。

４　使用者は、会議室等を使用しようとするときは、許可書を提示しなければなら

 ない。

 　（使用の制限）

第８条　町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、会議室等の使用を許可し

 ない。

　(１)　公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

　(２)　公共の福祉を害するおそれがあると認められるとき。 

　(３)　会議室等又は附属設備若しくは備品（以下「施設等」という。）を損傷し、 

 又は滅失するおそれがあると認められるとき。

　(４)　営利を目的とするとき。 

　(５)　入場料その他これに類するものを徴収するとき。 

　(６)　飲食を主目的とするとき。 

　(７)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団による活動又はその利益となる活動であると認

 められるとき。

　(８)　特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しくは教団を支持し、若しく

 は布教等をしようとするとき。

　(９)　特定の政党の利害に関する事業を行い、又は選挙に関し特定の候補者の支持

 をしようとするとき。

　(10)　火気の使用又は喫煙若しくは飲酒を伴うとき。 
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　(11)　その他会議室等の管理上支障があると認められるとき。 

 　（目的外使用等の禁止）

第９条　使用者は、会議室等を許可された目的以外の目的に使用し、又は転貸し、

 若しくはその権利を譲渡してはならない。

 ２　使用者は、施設等に特別の設備をし、又は変更を加えてはならない。

 　（許可の取消し等）

第１０条　町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、会議室等の使用を制限

し、若しくは使用を停止させ、又はその許可を取り消すことができる。この場合

 において、使用者に生じた損害について町長はその責を負わない。

　(１)　使用者が偽りその他不正な手段により使用の許可を受けたとき。 

　(２)　使用者又は会議等出席者がこの規則に違反したとき。 

　(３)　災害、維持管理その他の理由により会議室等の使用ができなくなったとき。 

　(４)　管理又は運営上支障があると認められるとき。 

　(５)　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めたとき。 

 　（原状回復の義務）

第１１条　使用者は、会議室等の使用を終了したとき又は前条の規定による使用の

停止若しくは許可の取消しがあったときは、直ちに会議室等を原状に回復しなけ

 ればならない。

 　（使用料の納付）

第１２条　使用料は、許可書の交付を受けるときに納付しなければならない。ただ

し、条例第４条ただし書に該当する場合は、この限りでない。 

 　（使用料の還付）

第１３条　納付した使用料は、還付しない。ただし、使用者の責によらない理由に

 より使用することができなくなったときは、還付することができる。

 　（使用料の減免）

第１４条　条例第５条の規定による使用料の減免の額は、条例別表に掲げる使用料

の額に、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

（その額に１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

　(１)　大泉町行政財産使用料条例（昭和６２年大泉町条例第２１号）第７条第１号

から第３号までに該当するとき。　１００分の１０　 
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　(２)　大泉町行政財産使用料条例第７条第４号に該当するとき。　相当と認める割

合 

２　前項の規定による減免を受けようとする者は、許可申請書にその旨を記載する

 ものとする。

３　町長は、使用料を減免するときは、許可書に当該使用料を減免する旨を記載し

 て申請者に交付するものとする。

 　（損害賠償の責務）

第１５条　使用者は、施設等を損傷し、又は滅失したときは、これを修理し、又は

 その損害を賠償しなければならない。

 　（委任）

 第１６条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この規則は、令和８年８月３日から施行する。

 　（経過措置）

２　この規則の施行の日から起算して１月後までの期間において会議室等を使用す

る場合は、第６条中の「使用しようとする日の１月前から前日まで」を「使用し

 ようとする日の前日まで」と読み替えるものとする。

３　条例附則第２項に規定する期間において会議室等を使用する場合は、第１２条

 から第１４条までの規定は適用しない。
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 別表（第４条関係）

会議室等の区分 使用時間

 １階 多目的ホール 全室

 

 北側 　午前９時から午後９時まで

南側

 ３階 小会議室 全室

 

 小会議室１

 

小会議室２ 　午後６時から午前９時まで。ただ

し、土曜日、日曜日、国民の祝日に

大会議室 全室 関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）に規定する休日は、午前９時

北側 から午後９時までとする。

南側

議場


